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1０月 2日（月）17時提出 立憲民主ネット会派意見 

 

健康・福祉 

１．27ｐ 情報共有を重視し、市民と一体 となったまちづくりへの取組み 

⇒情報発信の迅速化、データ入手の簡素化 

     バイアスのかかった情報が意図的に流れる状況にあり、元データの公開の迅速 

化とともに、元データがどこにあるのか、より分かりやすくする必要性がある。 

武蔵野市のサイトは見つけにくい。 

２．27ｐ 新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた市政運営 

市民・議会・行政の対話や話し合いを重視した施策を推進 

⇒議会としても対応したい。議会への提案はあるかを伺いたい。 

３．29ｐ 「健康長寿のまち武蔵野」の推進 聴こえの問題 

⇒重要。補聴器のへの対応なども含めて、より普及啓発、相談事業が重要である。 

     子どもの視力、聴力の低下  

⇒心因性視覚障害や小児難聴が心配される。また、大人も含めて発声障害もあり、 

知られていない病気への対応も記載が必要ではないか。 

４．31ｐ 【重点】子育てと介護を担うダブルケア・トリプルケア 

    ⇒トリプルケアの文言が要綱案から追加されたことは評価する。しかしながら、核 

家族化・少子高齢化を背景として、子育てと親の介護だけではない、かつ、市内の 

親族介護にとどまらない、兄弟・親族のケアも担う、広義のダブルケア・トリプル 

ケアという認識をもっていただけるような表現でお願いしたいがいかがか。 

5．32p 【重点】障害のある人の就労や余暇活動 

⇒学齢期の障害児者の放課後施設は増えつつあるが、学校卒業後、作業所等就労後 

の障害児者の放課後等デイ・余暇活動の場がほとんどなく困っているとの意見を 

伺っており、支援拡充について取組む必要があり、調整計画に追記頂きたいがいか 

がか。 

6．32ｐ 成年後見制度の利用促進 

⇒デメリットも知ったうえでの利用を促進すべきではないか。専門職後見人など 

の問題を記載すべきではないか。支援信託・預貯金などにより昨今は減少傾向だが、 

親族、専門職後見人ともども不正はある。保佐、補助の活用も必要ではないか。 

７．33ｐ 福祉人材の確保 

    ⇒一層注力すべき。 

８．34p 地域共生社会に対応するサービス・施設の整備 

本市の地域特性に合わせた小規模・多機能・複合型のサービス及び施設について、

公有地の活用も含めて。 
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⇒現実的に可能か？ 

（公財）武蔵野市福祉公社と（社福）武蔵野市民社会福祉協議会の統合 

⇒できない、との理解だったが、また動き出すのか。 

 

子ども・教育 

9．36ｐ 31p「包括的な相談支援体制の充実とネットワークの強化」にもあるが、「妊娠期 

から」と記載することで切れ目が行政により作られている。 

⇒この項目での記載で良いのかは別課題として、「誰もが妊娠前・出産・子育てを 

安心して～」とすべきではないか。保険適用となっても費用は多額。切り捨てられ 

た感があるとの指摘あり。日本で不妊を心配したことのある夫婦は 35％。夫婦全 

体の約 2.9 組に１組の割合になり、夫婦やカップルの 5.5 組に 1 組が不妊治療や検 

査を受け、生まれてくる子どもの 17 人に 1 人が生殖補助医療（不妊治療）によっ 

て誕生している（厚生労働省「不妊治療と仕事の両立サポートハンドブック」より）。 

 もはや、一部の人の悩みではない。行政の支援が必要であり、「妊娠期からの」と 

のフレーズを見直すべき。 

10．36ｐ 子どもの意見表明や参加の機会 

    ⇒各分野での子どもの参画を着実に進めるべき。（後述） 

11．36ｐ 子どもの権利擁護委員 

    ⇒子どもの権利侵害への関心が高まっている。（後述）注力すべき。 

12．36ｐ ヤングケアラー等、ケアラーへの支援 

    ⇒文科省が掲げる、ヤングケアラー認知度の向上を含め、注力すべき。 

13．38ｐ 各保育施設内の利用定員の調整を含め 、希望する保育施設へ入所できる環境の 

整備を進める。 

⇒言葉の定義が必要では？ 

⇒年度当初だけではなく、希望する保育施設へ年度途中からの入所できる環境の 

整備ではないか。 

14．38ｐ 小学生の放課後施策の充実 

⇒中学生にも必要ではないか。中学校の活用など。 

15．38ｐ 需要が増加している学童施設での人材確保も行っていく。 

⇒子ども協会による人材確保との認識で良いのか？ 保育士と放課後児童支援員 

との交流人事も必要。民間へとなると、人件費補助が必要になる。子ども協会で試 

行実施し、人材確保を進めるなどの表記では？ 

16．39ｐ 【重点】自由に来所でき、安心して過ごし、集うことができる多様な居場所づくりを推進 

⇒東部地区（吉祥寺エリア）に児童館、青少年支援施設が必要。 

 西部地区に児童館、プレイスの青少年フロアがあり好評。中央地区には保健センタ 

ー増築による施設があるが、東部地区にはないため。本町コミュニティセンターの 
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改築によるスペースもある。 

    東部地区と記載すべきでは？  

48ｐ 「部屋の用途や配置の改善について検討」とも連携する。 

17．39p 全ての学びの基盤となる資質・能力の育成 

学校図書館は、役割を拡充した学校司書間や図書館との連携により機能の充実を 

進める 

⇒市立図書館、もしくは公共図書館ではないか？ 

効果的な活用について検討する。 

⇒効果的な活用とともに、人材育成について検討する。ではどうか？ 人材面の記 

載と待遇が書かれていないため。 

18．40ｐ 【重点】不登校対策 

⇒「ＩＣＴ活用等による新たな学びの場の検討」の文言が要綱案から追加されたこ 

とは大変評価する。コロナによる社会情勢の変化として、ICT 活用が職場や学校に 

おいて進んだことはこの間の大きな変化と考える。不登校対策に加え、新たな感染 

による長期休暇対応についても触れるべきでは？  

 

19．41p 学校改築の着実な推進と安全・安心かつ適切な施設環境の確保 

様々な観点から課題を検討し、関係者の意見も聞きながら方針を決定して、事業を 

進める。 

⇒上記のように記載すると、進めることありきにならないか。「聞きながら丁寧に 

方針を決定する」としてはどうか。 

20．41p 【重点】学校給食費の無償化 

⇒子育て支援は、急務であり必要。教職員の多忙化対策としても必要ではないか。 

また、食育としての給食であり、子どもの健康のためにも必要と記載すべきではな 

いか。 

21．（記載はないが）【重点】学童保育の昼食 

記載はないが必要な事業 

⇒夏休みなど長期休業日の昼食について、食環境の改善、保護者の負担軽減から市 

が関与する配食弁当の実施を記載すべき。 

 

平和・文化・市民生活 

22．45p 【重点】パートナーシップ制度 

⇒ファミリーシップへ改善すべき。 

23．45ｐ 多文化共生社会の形成…に取り組むほか、日本社会や地域における慣習、ルール 

等を外国人市民に伝える手段や機会について検討する。 
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⇒機会を拡充する。すでに行われており、多文化共生に必要と考えるため。 

⇒災害への備えにも記載が必要ではないか。 

24．49ｐ 芸能劇場、「設置目的を再検討するとともに、目的を再検討」 

⇒多用途に活用できるとともに、古典ではない芸能も行うべき。 

25．50ｐ 図書館サービスの充実 専門性の増強は必要。 

⇒学校図書館との人材交流も必要ではないか。 

26．51ｐ 来館困難者への図書サービス  

⇒電子書籍サービス等とあるが「等」とは？ 

地域毎（図書館からの距離毎）の利用者数の調査が必要ではないか。図書館から遠 

隔地域に住んでいる住民からは、貸し出しも可能な図書取次所を求めるご意見を 

いただいているがいかがか。 

27．51ｐ だれもが利用しやすい屋内プール 

⇒屋外プールの廃止検討がなされている中、市営プールとしては規模縮小になる 

が、縮小の中でだれもが利用しやすい屋内プールとは具体的にどのような方向性 

で考えているのか？学校プールの市民開放も含めた検討なのか？ 

 

緑・環境 

28．54ｐ 【重点】気候変動 

    ⇒気候危機。と強めるべき。地球沸騰の時代となり、後戻りはできない。 

29．54ｐ 省エネ・スマート化 

    ⇒創エネ・省エネ・スマート化とすべき。 

30.  57p 市のシンボルや景観を形成している街路樹については、樹種変更も含め保全手法 

を検討する。 

⇒検討は必要だが、曲がった樹木や広い枝などは残すことも必要。 

31．Ｐ57 街路樹などの緑の保全・管理 

⇒「公園緑地」という文言が要綱案から加わっていることを評価する。公園の管理 

運営の相談が増えている中、管理体制の見直しや充実が必要と感じている。 

32．58ｐ 緑と水のネットワーク の推進と森林整備 

⇒玉川上水とのネットワークも検討する、と記載してはどうか。 

⇒ｐ71 玉川上水を生かした緑豊かでにぎわいの広がる空間の創出とあり、玉川上 

水への市としての見解をまとめる必要性がある。 

33．60ｐ 動物の愛護と適切な管理 

⇒適切な管理は、物のような印象を受ける。 

⇒動物福祉 ではどうか 

⇒適切な管理が求められている「ともに暮らすことが求められている」では？ 

また、「多頭飼育や飼い主の死亡等によるペットの飼養困難ケースに対応するため」 
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⇒また、「動物福祉の視点から、多頭飼育や飼い主の死亡等によるペットの飼養困難 

ケースに対応」ではどうか？ 

34．60ｐ 【重点】動物の愛護と適切な管理 

⇒要綱案からあらたに加わっていることを大変評価する。 

飼育困難という新たな課題に触れている。災害対策については、地域防災計画（令 

和 4 年度修正版）にある、動物救護本部設置に向けた体制作りを記載すべきと考え 

るがいかがか。 

35．60ｐ【重点】受動喫煙対策と環境美化の推進」が新たに記載されている。 

⇒追加された背景と、「新たな受動喫煙対策」についてどのような新たな対策につ 

いて話がでているのか？ 

 

都市基盤 

36．66p 水道 社会動向の変化や節水機器の普及等の影響もあり、給水量や料金収入は減 

少傾向となっている 

⇒「給水量や料金収入は減少傾向となっている。一方、水道施設更新や地震等の災 

害への速やかな対策を進める必要があり「経営が厳しい状況にある」と加えてはど 

うか。 

37．67ｐ 「人にやさしいまちづくり」とタイトルか変わっている。 

⇒視点としてよいと思う。ベンチの設置についての記載が欲しい。特に高齢者から 

は、生活道路のベンチ設置へのご意見が出ている。 

38．69ｐ ネットワークの整備に向け、第四次事業化計画に基づき優先整備路線に位置付 

けられた都市計画道路については、事業主体である東京都と協力して事業を推進 

していく 

⇒女子大通りは賛成だが、天文台通り（花の小路）は不要であり反対である。 

39．69ｐ 優先整備路線に選定されていない五日市街道や井ノ頭通りについては、歩行者 

や自転車の安全で快適な通行環境の確保に向け、引き続き東京都に事業化を要請 

する。 

⇒唐突感あり。事業内容の詳細は分からないとの議会答弁が残っている。幅の縮小 

も含めて、「通行環境の確保に向け、細部を検討し、引き続き東京都に事業化を要 

請する」としてはいかがか？ 

40．69ｐ 総合的・計画的な住宅施策の推進 

⇒経年劣化マンションの増加、管理組合の成り手不足を背景に、自治体の管理組合 

支援が求められている。国がマンション管理計画認定制度を自治体業務とし、本市 

でも今年秋からスタートすることから、管理組合支援について触れるべきではな 

いかと考えるがいかがか。 
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41．71ｐ 武蔵境地区 にぎわいづくりを継続的に支援し、駅周辺の魅力を向上させるた 

めの取組みを進める。 

⇒境南ふれあい公園の整備も含め、と入れてはどうか。芝の復活など意見が分かれ 

ているため。 

 

行財政 

42．71ｐ 「伝える」「伝わる」情報提供の推進 

⇒「伝える」「伝わる」に加えて「理解できる」情報提供の推進では？ 

（情報共有を重視し、市民と一体 となったまちづくりへの取組みと同じ趣旨） 

43．74ｐ 広聴の充実と広聴・広報の連携の推進 セキュリティを考慮しながら、オンライ 

ン相談の導入を検討し、相談体制の充実を図る。 

⇒セキュリティを考慮しながら、オンライン相談を導入し、相談体制の充実を図る。 

検討している段階ではない。 

44．74ｐ【重点】伝える伝わる情報提供   

⇒読もうとしない人、読まずに判断する人が一定数以上存在する。役所内の作業量 

やワークライフバランスの観点から、一定の限度が必要ではないか。 

45．75ｐ【重点】「民間活力」  

⇒社会情勢により、うまみの乏しい事業には民間参入が期待できない現状がある。 

不確実な社会情勢の中で、「確実」を優先するため、民より公の役割を見直すべき。 

46．75ｐ【重点】「確実な工事履行」 

 ⇒公平公正、少しでも安く、を旨とする公共工事の入札ルールが社会情勢政治情勢 

により機能しにくくなっている。 

47．76ｐ 経営資源を最大限活用する仕組み 新たな行政評価制度（案）は、本計画策定過 

程での試行から得られた知見を踏まえ、次期長期計画策定において本格実施でき 

るように完成させる。 

⇒ぜひ実現を。「予算概算要求や決算、政策再編等との連動」と決算の連動が必要。 

決算を軽視している印象を受けてしまう。 

⇒毎年度の予算決算と長期計画の目標と連動できる指標の検討をすべき。 

 

分野を超えたテーマ 

48．【重点】見守りが必要なのは、高齢者・認知症・障害者・産後だけではない。 

    自殺予備軍となる若年世代、一人暮らし、ひきこもり当事者、就職氷河期世代の方、 

    休職中の方など、既存の福祉の枠組みに入らない方とつながりを作り、支援や雇用 

    など、必要な施策を作るべき。 

49．【重点】性暴力被害の防止や支援は、基礎自治体の計画には載ってこない。が、福祉・ 

教育・子育て・男女平等いずれの切り口でも共通して、「性暴力被害は女子だけで 
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なく男子も被害者となる」ことを大前提、共通認識として持つ必要がある。 

 50．108ｐ 個別計画、が多すぎるのではないか。 

計画策定や意見聴取、回答に要する事務作業量が増える一方と思える。集約してよ 

い点があるのではないか。 

 51．【重点】人生 100年時代、労働力不足 

⇒多世代型の地域雇用の創出、シルバー人材センターのリニューアルについて早 

急な取り組みが必要と考え、追記を頂きたいがいかがか。 


